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四国地域の工場立地動向調査結果 
（２０２１年[1月～12月]調査） 

 

令和４年５月２７日 

四 国 経 済 産 業 局 

 

 ※「工場立地動向調査」について 

製造業、電気業、ガス業、熱供給業のための工場又は事業場を建設する目的をもって 1,000

㎡以上の用地を取得（借地を含む。）した事業所等を対象としているもので、工場立地法に

基づき昭和４２年から実施している。 

調査は、各県からの協力を得て調査対象事業所等を把握し、調査票を配布、回収している。 

配布、回収の状況等については、調査対象とみられる３９の事業所等に調査票を配布し、

その後、回収の段階で調査対象外と判明した事業所等を除いた２９件についてとりまとめた。 

工場立地件数からは、研究所の数値は除外している。なお、四国の研究所の立地件数は０

件であった。 

 

１．四国地域の動向  
 

（１）立地件数及び面積 

四国地域の工場立地件数は２９件で、前年（37件）に比べ２１．６％減となり、２年連続

の減少となった。 

工場立地面積も前年に比べ大幅な減少となった。 
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（２）業種別 

業種別にみると、工場立地件数は生産用機械器具が５件、食料品、パルプ・紙・紙加工

品、金属製品が各３件となっている。 

 

（３）その他 

四国に工場を新設する企業の立地地点選定理由は、全国と同様に「工業団地である」、

「本社・他の自社工場への近接性」、「地価」の回答が上位を占めている。 
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２．各県の動向     
 

各県の立地状況 

  徳島県 香川県 愛媛県 高知県 四国計 

立地件数 5 件 14 件 8 件 2 件 29 件 

  
前年 

件数 (10 件) (12 件) (12 件) (3 件) (37 件) 

  [増減率] [▲50.0％] [16.7％] [▲33.3％] [▲33.3％] [▲21.6％] 

立地面積 1.6ha 19.1ha 4.1ha X X 

  
前年 

面積 10.9ha 7.7ha 25.3ha 4.3ha 48.1ha 

  [増減率] [▲85.0％] [149.6％] [▲83.8％] [X] [X] 

※面積は小数点第２位を四捨五入しているため、各県の合計と四国計が一致しない場合がある 

 

 

県別工場立地の推移（件数） 
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※統計法に基づく情報保護の観点から、一部秘匿処理(x)を行っている 
 

 

工業団地の立地件数 

 

 

（単位：件、ｈａ）

　徳　島　県 　香　川　県 　愛　媛　県 　高　知　県

件　数 件　数 件　数 件　数 件　数 立地面積
2 1 3 1.7

2 2 X

1 1 2 X
1 1 1 3 3.9

1 1 X

2 2 X
1 1 X

1 1 X

1 1 1 3 0.8

1 2 2 5 2.7

2 2 X

1 1 2 X
1 1 X

1 1 X

 合　　　　計 5 14 8 2 29 X

家 具 ・ 装 備 品

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品

印 刷 ・ 同 関 連 業

化 学 工 業

２０２１年工場立地動向調査集計表

　　　　　　　　　　県　別
　業　　種

四　国

食 料 品

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料

繊 維 工 業

ガ ス 業

熱 供 給 業

業 務 用 機 械 器 具

電 子 ・ デ バ イ ス ・ 電 子 回 路

電 気 機 械 器 具

情 報 通 信 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

そ の 他 の 製 造 業

電 気 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

生 産 用 機 械 器 具

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

ゴ ム 製 品

皮 革

窯 業 ・ 土 石 製 品

木 材 ・ 木 製 品

全国 四国 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

工業団地内立地件数 299 11 3 5 2 1

全立地件数 858 29 5 14 8 2

工業団地内立地割合 34.8% 37.9% 60.0% 35.7% 25.0% 50.0%
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借地の立地件数 

 

 

本社所在地別立地件数 

 

※県内立地とは本社がある地域内に立地すること。県外立地とは、本社がある地域外に立地すること。 

 

立地企業の本社所在地の状況 

 

 

研究所の立地件数 

 

 

全国 四国 徳島県 香川県 愛媛県 高知県

借地の立地件数 70 0 0 0 0 0

全立地件数 858 29 5 14 8 2

借地割合 8.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

立地件数 県内立地 県外立地 県外立地割合

徳 島 県 5 5 0 0.0%
香 川 県 14 11 3 21.4%
愛 媛 県 8 6 2 25.0%
高 知 県 2 2 0 0.0%
四 国 計 29 24 5 17.2%

2010
年

2011
年

2012
年

2013
年

2014
年

2015
年

2016
年

2017
年

2018
年

2019
年

2020
年

2021
年

徳島県 香川県 愛媛県 高知県

徳 島 県 5 7 3 4 6 4 2 6 7 2 8 5 5
香 川 県 8 6 5 6 7 14 14 11 8 14 8 11 11
愛 媛 県 7 9 6 2 12 12 21 24 12 14 13 6 6
高 知 県 5 5 1 5 7 10 9 5 4 5 1 2 2
小　 　計 25 27 15 17 32 40 46 46 31 35 30 24 5 11 6 2

9 12 3 4 6 4 8 9 6 5 7 5 0 3 2 0
34 39 18 21 38 44 54 55 37 40 37 29 5 14 8 2

26.5% 30.8% 16.7% 19.0% 15.8% 9.1% 14.8% 16.4% 16.2% 12.5% 18.9% 17.2% 管外企業立地割合

　　　　立地件数

本社所在地

2021年県別立地件数

四
国
内

四国外

合　　   　 計

年　  別 　 立  　地  　件　  数

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

四国 0 0 0 2 1 0 0 0 1 2 0 0
全国 17 5 18 15 7 17 20 13 21 22 16 21
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